
本 編　37

第
1
章

第
2
章

第
3
章

コ
ラ
ム

資
料
編

第3章
民間参入の沿革と今後の動向

信書便法は、郵便法とあいまって、

信書の送達のサービスがあまねく公平に提供されることを確保しながら、

利用者の選択の機会の拡大を図ることを目的としている法律です。

この章では、

民間事業者が信書の送達の事業に参入できるようになるまでの経緯や

信書便制度の概要、制度のあり方に関する見直しに関する検討状況について

ご紹介します。

第1節　信書便法が制定されるまで　　　　　　　　　　　　　 P38

第2節　信書便事業に参入するには　　　　　　　　　　　　　 P40

1  事業を開始するまでの流れ

2  事業の実施に関する許認可の基準

3  事業開始後の遵守事項

4  事後的な監督

第3節 郵便・信書便制度の見直しの状況　　　　　　　 P44

1 「郵便におけるリザーブドエリアと競争政策に関する研究会」の開催

2 「郵便・信書便制度の見直しに関する調査研究会」の開催

内 容



第3章　民間参入の沿革と今後の動向

民間事業者による信書の送達は、平成15年に信

書便法が施行されたことで可能となりましたが、

こうした民間参入の実現は、行政改革の流れの中

で、国の直営事業だった郵政事業のあり方の見直

しとともに検討されてきました。

以下では、信書便法が制定されるまでの経緯を

ご紹介します。
第1節 信書便法が制定されるまで
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第3章　民間参入の沿革と今後の動向
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1 事業を開始するまでの流れ

信書便事業を行うには、事業の許可を申請する

などの手続が必要です。

以下では、信書便事業を開始するまでの主な手

続の流れをご紹介します。

第2節 信書便事業に参入するには



2 事業の実施に関する許認可の基準

信書便事業に関する主な許認可の申請は、以下の基準で審査を行います。

① 信書便事業の許可の基準

■ 事業計画が信書便物の秘密を保護するため適切なものであること

（受取人への手交や確実な受箱投函による配達方法であることなど）

■（一般信書便事業のみ）全国の区域において、一定の基準に適合する方法で一般信書便物の引受けや配達を行う

計画が含まれていること

（信書便差出箱（ポスト）約10万本の設置、週6日以上の配達など）

■ その他事業の遂行上適切な計画を有するものであること

（事業収支見積りの算出が適正であることなど）

■ 事業を適確に遂行するに足る能力を有するものであること

（財産的基礎を有していることなど）

② 信書便約款の認可の基準

■ 以下に関する事項が適正かつ明確に定められていること

・信書便物の引受け、配達、転送及び還付並びに送達日数に関する事項

・信書便の役務に関する料金の収受に関する事項

・その他信書便事業者の責任に関する事項

記載事項の具体例

・大きさ及び重量の制限、包装の方法など引受け条件

・誤配達の際の措置、転送及び還付の条件

・料金の収受方法や損害賠償の条件

■　特定の者に対し不当な差別的取扱いをするものでないこと

③ 信書便管理規程の認可の基準

■　取扱中の信書便物の秘密を保護するものとして適当であること

記載事項の具体例

・信書便の業務の監督等を行う信書便管理者の事業場ごとの選任

・信書便物の秘密の保護に配慮した作業方法

・事故若しくは犯罪行為の発生又は犯罪捜査時の報告、記録その他の措置

・信書便の業務に従事する者に対する教育及び訓練の実施
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3 事業開始後の遵守事項

信書便事業の実施に当たっては、以下のことを遵守する必要があります。

① 検閲の禁止・信書の秘密の保護

■　憲法は、第21条第2項で検閲の禁止と通信の秘密

を保障しています。信書は通信手段の一つであるこ

とから、信書便事業者の取扱中の信書便物について

の検閲は禁止されているとともに、信書便物の秘密

（信書の内容のほか、差出人や受取人の住所、氏名

など）を侵してはならないこととされています。

■　また、信書便の業務に従事する者は、その業務上、

信書便物に関する他人の秘密（信書の秘密のほか、

差出通数や差出年月日など）を容易に知り得る立場

にあるため、在職中に信書便物に関して知り得た他

人の秘密を守らなければなりません。（職を退いた

後も同様です。）

② 信書便物であることの表示

■　信書便の業務を行う際は、信書便物について、秘

密の保護等に配慮して適正に取り扱う必要があるこ

とから、信書便物であることを明確に識別可能とす

る必要があります。このため、信書便物を引き受け

たときは、信書便物の表面の見やすい所に、その事

業者が取り扱う信書便物であることを表示しなけれ

ばなりません。

③ 還付できない信書便物の措置

■　受取人不明などにより信書便物を配達できず、し

かも差出人不明などにより当該信書便物を差出人に

還付できない場合も想定されます。このような場合、

可能な限り配達を可能とし、又は配達できない旨を

差出人に通知することができるよう、信書便事業者

は、信書便物の秘密を保護するための一定の方法に

従って、信書便物を開くことができます。

■　しかし、信書便物を開いてもなお、受取人への配

達や差出人への還付ができないときは、当該信書便

物を施錠できる場所に保管するなど、秘密の保護に

配慮した手続を踏んで管理しなければなりません。

第3章　民間参入の沿革と今後の動向
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4 事後的な監督

① 命令、許可の取消し等

信書便の業務の適正な運営を確保するために必要な場合は、信書便事業者に対して、以下のような命令や許可

の取消し等を行う場合があります。

信書便法の施行に必要な限度で、信書便事業者に対して、以下のように報告を求めたり立入検査をしたりする

場合があります。

■ 事業計画の遵守命令

信書便事業者が、許可を受けた事業計画に従わずに

業務を行っていると認められる場合には、許可を受け

た事業計画に従って業務を行うよう命ずることができ

ます。

■ 事業改善の命令

信書便事業の適正な運営を確保するために必要があ

る場合には、事業計画や信書便約款、信書便管理規程

を変更することや、事業の運営を改善するために必要

な措置をとることを命ずることができます。

また、一般信書便役務（P3参照）に関して、料金が

全国一律でないなどの違反が認められる場合には、料

金の変更を命ずることができます。

■ 許可の取消し等

信書便事業者が、信書便法に違反した場合などには、

事業の許可を取り消したり、6ヶ月以内の期間で事業

の停止を命ずることができます。

② 報告の徴収・立入検査

■ 報告の徴収

定期的な報告として、毎年1回、信書便事業者の営

業の概況や引受けの実績の提出を求めるなどのほか、

大量の信書便物を紛失したなどの場合には臨時に報告

を求める場合があります。

■ 立入検査

事務所などに立ち入って、業務の状況などを検査し

ます。

初めて信書便の業務の実績があった翌年度などに行

う定期的な検査のほか、重大事故の発生時などにも検

査を行う場合があります。
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第3章　民間参入の沿革と今後の動向
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1「郵便におけるリザーブドエリアと競争政

策に関する研究会」の開催

平成15年の信書便法の施行以降、一般信書便事

業について参入がないことを踏まえ、平成18年１

月に総務大臣の主催の標記研究会が開催され、郵

便における民間参入の条件と競争政策の在り方

や、全国あまねく公平なサービスの提供の確保と

リザーブドエリアとの関係等について検討が行わ

れました。

平成18年６月に取りまとめられた報告書では、

平成19年10月の郵政民営化に向けて、当面講ず

べき施策について以下のような提言がなされま

した。

第3節
郵便・信書便制度の見直しの
状況
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2「郵便・信書便制度の見直しに関する調査

研究会」の開催

１で述べた研究会においては、現行制度の枠組

みを前提とした提言がなされましたが、郵便・信

書便分野を巡っては、郵政民営化や米国における

郵便改革法の施行に向けた動きなどの新たな展開

が見られるため、これまでの提言や議論を更に発

展させる観点から、郵便・信書便制度全般につい

て見直しを行うため、平成19年２月に総務大臣主

催の標記研究会が開催されました。

平成19年11月に中間報告が取りまとめられ、そ

の後、研究会はあるべき郵便・信書便制度に向け

た検討を行い、平成20年６月に最終報告として、

以下のような内容が取りまとめられました。



第3章　民間参入の沿革と今後の動向
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